
組合活性化情報誌

富山県中小企業団体中央会

2023
通刊第167号　令和5年9月１日発行　年間４回

富山県中小企業団体中央会

きときと情報
富山県中小企業団体中央会富山県中小企業団体中央会

2023

富山県中小企業団体中央会富山県中小企業団体中央会

報報167号





きときと情報 167号
C Ｏ Ｎ Ｔ Ｅ Ｎ Ｔ Ｓ

特　集　１ 2

雇用関係・労働条件等関係助成金のご案内

特　集　２ 22

価格交渉・価格転嫁に対する支援体制について

経営者に聞く ２6

ホワイト食品工業株式会社　代表取締役社長
城端醤油株式会社　代表取締役専務

谷﨑 公治 氏

組合紹介 28

北日本新聞販売協同組合さんより
こんにちは

中央会いんふぉめーしょん 29

令和5年度通常総会を開催しました
取引力強化推進事業の採択結果について
外国人技能実習制度適正化事業 適正化講習会を開催しました

「労務改善セミナー」を開催しました
事業環境変化対応型支援事業を実施しています

組合だより 31

中部経済産業局管内官公需適格組合連絡協議会
令和5年度通常総会が開催されました

元気印！青年部・女性部 32

令和5年度通常総会を開催しました

組合Ｑ＆Ａ 32

１法人から複数の役員を選出することについて

ほっと一息 33

金属板の加工から施工まで一貫して担う「建築板金」

事務局ペンリレー 33

富山県中小企業団体中央会　主事 大西 真史

トピックス
とやまのおいしいお肉探訪



Ⅰ 雇用関係助成金のご案内

　雇用の安定、職場環境の改善、仕事と家庭の両立支援、従業員の能力向上などに、ぜひ、ご活用
ください。

受給対象となる事業主（事業主団体を含む）

· 雇用保険適用事業所の事業主
　�（支給申請日及び支給決定日の時点で雇
用保険被保険者が存在する事業所の事業
主であること）
・期間内に申請を行う事業主
・支給のための審査に協力する事業主

審査への協力の具体例
・審査に必要な書類を整備・保管する。
・�都道府県労働局・ハローワーク・（独）高齢・障
害・求職者雇用支援機構から書類の提出を求め
られたら応じる。

・�都道府県労働局・ハローワーク・（独）高齢・障
害・求職者雇用支援機構の実地調査に応じる。

実際に助成金を受給するためには、各助成金の個別の要件も満たす必要があります。

支給申請期間
・助成金の支給申請期間は、原則申請が可能となった日から 2か月以内です。

中小企業事業主等の範囲
○雇用関係助成金における「中小企業事業主」の範囲は、以下のとおりです。

資本金の額・出資の総額 常時雇用する労働者の数
小売業（飲食店を含む） 5,000万円以下

ま
た
は

50人以下
サービス業 5,000万円以下 100人以下
卸売業 1億円以下 100人以下
その他の業種 3億円以下 300人以下

※�医療法人などで資本金・出資金を有している事業主についても、上記の表の「資本金の額・出資の総額」ま
たは「常時雇用する労働者の数」により判定します。

○ただし、以下の助成金については、範囲が異なります。
　〈人材確保等支援助成金（中小企業団体助成コース）〉
　�　上記の表に加えて、以下の表の「資本金の額・出資の総額」か「常時雇用する労働者の数」の
いずれかを満たす企業等も「中小企業者」に該当

資本金の額・出資の総額 常時雇用する労働者の数
ゴム製品製造業※ 3億円以下

ま
た
は

900人以下
ソフトウェア業または
情報処理サービス業　 3億円以下 300人以下

旅館業 5,000万円以下 200人以下
※自動車・航空機用のタイヤ、チューブ製造業や工業用ベルト製造業を除く。

詳しくは厚生労働省HP「事業主の方のための雇用関係助成金」をご参照ください
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/koyou/kyufukin/index.html

雇用関係・労働条件等関係助成金のご案内
特集 1
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雇用関係助成金に関する留意事項

雇用関係助成金を受給できない事業主（事業主団体を含む）

●�不正受給（※１）による不支給決定または支給決定の取消を受け、当該不支給決定日ま
たは支給決定取消日から5年（平成31年3月31日以前の支給申請は3年）を経過し
ていない事業主
※１�　不正受給とは、代表者のほか、役員、従業員または事業主の代理人等、支給申請・書類作成に

関わった者が偽りその他不正行為により本来受けることのできない助成金を受け、または受けよ
うとすることをいいます。このため、従業員や社会保険労務士が不正行為を行った場合でも不正
受給に該当します。

●�他の事業主の役員等として不正受給に関与した役員等（不支給決定日または支給決定取
消日から5年を経過していない者）がいる事業主

●支給申請した年度の前年度より前の年度の労働保険料を納入していない事業主

●支給申請日の前日から過去1年間に、労働関係法令の違反を行った事業主

●�性風俗関連営業、接待を伴う飲食等営業、またはこれらの営業の一部を受託する営業を
行う事業主

●事業主または事業主の役員等が暴力団と関係を有している事業主

●�事業主または役員等が、破壊活動防止法第4条に規定する暴力主義的破壊活動を行った
または行う恐れがある団体に属している事業主

●支給申請日または支給決定日の時点で倒産している事業主

●�労働局長が審査に必要な事項についての確認を行う際に協力すること、助成金の不正受
給を行った場合に、労働局が事業主名等を公表すること、不正受給を行った場合に労働
局から請求される金額（※２）を返還することについて、承諾していない事業主
※２�　労働局から請求される金額とは、①不正受給額の全額、②不正受給の日の翌日から納付の日ま

で、年３％の割合で算定した延滞金、③不正受給額の20％に相当する額の合計額です。

●「役員等一覧」を提出していない事業主

●厚生労働省が定める助成金の支給要領に従うことを承諾していない事業主

●支給申請書等に事実と異なる記載または証明を行った事業主

上記のいずれかに該当する場合は、全ての雇用関係助成金を受給できません。
また、このほかに各助成金の個別の要件を満たさない場合も受給できません。
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雇用関係助成金一覧

※�助成金の財源は事業主拠出の雇用保険二事業です。★は障害者雇用納付金制度、☆は財源の一部
が一般会計の助成金です。
※〈　〉は、賃金要件を満たす場合の助成額です。
※記載されている内容は概要です。詳細については、下記の問い合わせ先にお尋ねください。

【問い合わせ先】　富山労働局職業対策課助成金センター　　　 TEL 076-432-9162
　　　　　　　　（独）高齢・障害・求職者支援機構 富山支部　TEL 0766-26-1881

Ａ．雇用維持関係の助成金
１　雇用調整助成金� 【労働局】
　景気の変動、産業構造の変化などの経
済上の理由により事業活動の縮小を余儀
なくされた場合（※1）に、休業、教育訓
練、または出向（※2）によって、その雇
用する労働者の雇用の維持を図る事業主
に対して助成
（※1） �売上高または生産量などの事業活動を示

す指標の最近３か月間の月平均値が、前
年同期に比べ10％以上減少しているこ
と等

（※2） ３か月以上１年以内の出向に限る

【休業・教育訓練の場合】
休業手当等の一部助成2/3［中小企業以外1/2］
教育訓練を行った場合は、教育訓練費を１人１日あたり1,200円
加算
【出向の場合】
出向元事業主の負担額の一部助成2/3［中小企業以外1/2］

Ｂ．在籍型出向支援関係の助成金
２　産業雇用安定助成金� 【労働局】
２－Ⅰ　スキルアップ支援コース
　労働者のスキルアップを在籍型出向
により行い、出向（※1）から復帰した
際の賃金を出向前と比較して５％以上
上昇（※2）させる出向元事業主に対
して助成
（※1） �１か月以上２年以内の出向に限る（助

成対象期間は最長12か月）
（※2） �労働者の出向復帰後６か月間の各月

の賃金を出向前賃金と比較していず
れも５％以上上昇

　出向元事業主に対して、出向労働者の出向期間中に要する賃金
の一部を助成2/3［中小企業以外1/2］　
　（１人１日あたり上限額8,355円（※）、１事業所１年度あたり
1,000万円まで）
（※） �雇用保険の基本手当日額の最高額（令和４年８月１日時点）

２－Ⅱ　雇用維持支援コース
　新型コロナウイルス感染症に伴う経
済上の理由により事業活動の縮小を余
儀なくされた場合（※1）に、労働者の
雇用維持を図るため、在籍型出向（※
2）により労働者を送り出す事業主、
または当該労働者を受け入れる事業主
に対して助成
（※１） �売上高または生産量などの事業活動

を示す指標の最近１か月間の値が、
前年同期に比べ５％以上減少してい
ること等

（※２） �１か月以上２年以内の出向に限る
（助成対象期間は最長24か月）

【出向初期経費助成】
　出向元事業主および出向先事業主に対して、出向の成立に要す
る措置を行った場合に初期経費助成として１人あたり10万円（※1）
（※1） �出向元事業主および出向先事業主がそれぞれ一定の要件を満たす場合

には、15万円。独立性が認められない事業主間の出向の場合は助成
対象外

【出向運営経費助成】
　出向元事業主および出向先事業主に対して、出向労働者の出
向期間中の賃金および諸経費の一部を助成4/5［中小企業以外
2/3］（※2）
　（１人１日あたり出向元・先の計12,000円を上限）
（※2） �出向元事業主が解雇等を行っていない等、雇用維持に取り組んでいる

場合には、9/10［中小企業以外3/4］。独立性が認められない事業主
間の出向の場合には、2/3［中小企業以外1/2］

【出向復帰後訓練助成】
　出向から復帰した労働者に対して、出向で新たに得たスキル・
経験をブラッシュアップさせる訓練（off-JT）を行った際に、訓
練に要する経費（上限30万円）と訓練期間中の賃金の一部（１
人１時間あたり900円（上限600時間））を助成
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Ｃ．再就職支援関係の助成金
３　労働移動支援助成金� 【労働局】
３－Ⅰ　再就職支援コース
　事業規模の縮小等に伴い離職を余儀
なくされる労働者等に対して、再就職
を実現するための支援を民間の職業紹
介事業者に委託等して行う事業主（再
就職が実現した場合に限る）に対して
助成

【再就職支援】（１人あたり上限60万円）
委託費用の1/2［中小企業以外1/4］
支給対象者45歳以上　委託費用の2/3［中小企業以外1/3］
特例区分（※）に該当する場合、
　委託費用の2/3［中小企業以外1/3］
　支給対象者45歳以上　委託費用の4/5［中小企業以外2/5］
訓練を委託した場合、訓練実施に係る費用の2/3（上限30万円）
グループワークを委託した場合、３回以上実施で１万円を加算
【休暇付与支援】
日額8,000円［中小企業以外5,000円］を支給（上限180日分）
離職後１か月以内に再就職を実現した場合、１人あたり10万円
を加算
【職業訓練実施支援】
教育訓練施設等に訓練を直接委託した場合、訓練実施に係る費用
の2/3（上限30万円）
（※） �職業紹介事業者との間の委託契約が一定基準に合致し、かつ、対象者

が実際に良質な雇用に再就職した場合

３－Ⅱ　早期雇入れ支援コース
　事業規模の縮小等に伴い離職を余儀
なくされた労働者等を離職日の翌日か
ら３か月以内に期間の定めのない労働
者として雇い入れた事業主に対して助
成

【早期雇入れ支援】（１年度１事業所あたり500人上限）
通常助成	 １人あたり30万円
優遇助成（※1）	 １人あたり40万円
賃金上昇加算（※2）	 �上記に加え、１人あたり20万円を上乗せ
【人材育成支援（※3）】
通常助成
　OJT	 訓練実施助成	800円/時
　Off-JT	 賃金助成　　	�900円/時＋訓練経費助成（上限30万円）
優遇助成（※1）
　OJT	 訓練実施助成	900円/時（1,000円/時※4）
　Off-JT	 賃金助成　　1,000円/時（1,100円/時※4）＋

�訓練経費助成（上限40万）（上限50万円※4）
（※1） �成長性に係る一定の基準に合致する事業所の事業主が、事業再

編等を行う事業所から離職者を雇い入れた場合
（※2） �雇い入れ前の賃金から雇い入れ後６か月間の各月の賃金を５％

以上上昇させた場合
（※3） �早期雇入れ支援の対象者に対して、職業訓練を実施した場合に

上乗せとして支給
（※4）�優遇助成に該当する場合であって、かつ、賃金上昇加算に該当

する場合

Ｄ．転職・再就職拡大支援関係の助成金
４　中途採用等支援助成金� 【労働局】
４－Ⅰ　中途採用拡大コース
　中途採用者の雇用管理制度を整備した
うえで中途採用者の採用を拡大（①中途
採用率の拡大または②45歳以上の中途
採用率の拡大）させた事業主に対して助
成

①の場合　50万円（※1）
②の場合　100万円（※2）
（※1） �中途採用率を計画期間前３年間より20ポイント以上向上させた場合
（※2） �中途採用率を計画期間前３年間より20ポイント以上向上させ、う

ち45歳以上の労働者で10ポイント以上上昇させ、かつ、当該45歳
以上の労働者全員の賃金を前職と比べて５％以上上昇させた場合

４－Ⅱ　UIJターンコース
　東京圏からの移住者（※）を雇い入れた
事業主に対してその採用活動に要した経
費の一部を助成
（※） �デジタル田園都市国家構想交付金を活用し

て地方公共団体が実施する移住支援事業を
利用したUIJターン者に限る

　助成対象経費に1/2（中小企業以外1/3）を乗じた額（上限
100万円）
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E．雇入れ関係の助成金
５　特定求職者雇用開発助成金� 【労働局】
５－Ⅰ　特定就職困難者コース☆
　高年齢者（60歳以上）や障害者、
母子家庭の母などの就職が特に困難な
者を、ハローワークまたは民間の職業
紹介事業者等の紹介により、継続して
雇用する労働者として雇い入れた（※）
事業主に対して助成
（※） �雇用保険一般被保険者として雇い入れ、

対象労働者の年齢が65歳以上に達する
まで継続して雇用し、かつ、当該雇用
期間が継続して２年以上であることが
確実と認められること

【高年齢者（60歳以上）、母子家庭の母等】
１人あたり60万円［中小企業以外50万円］
短時間労働者（※）は40万円［中小企業以外30万円］
【身体・知的障害者（重度以外）】
１人あたり120万円［中小企業以外50万円］
短時間労働者（※）は80万円［中小企業以外30万円］
【身体・知的障害者（重度または45歳以上）、精神障害者】
１人あたり240万円［中小企業以外100万円］
短時間労働者（※）は80万円［中小企業以外30万円］
（※） １週間の所定労働時間が20時間以上30時間未満の者（以下同じ）

５－Ⅱ　発達障害者・難治性疾患患者雇用開発コース
　発達障害者または難病患者を、ハ
ローワークまたは民間の職業紹介事業
者等の紹介により、継続して雇用する
労働者として雇い入れた（※）事業主に
対して助成
（※） �雇用保険一般被保険者として雇い入れ、

対象労働者の年齢が65歳以上に達する
まで継続して雇用し、かつ、当該雇用
期間が継続して２年以上であることが
確実と認められること

１人あたり120万円［中小企業以外50万円］
短時間労働者は80万円［中小企業以外30万円］

５－Ⅲ　就職氷河期世代安定雇用実現コース
　いわゆる就職氷河期に正規雇用の機
会を逃したこと等により、十分なキャ
リア形成がなされず、正規雇用につく
ことが困難な者（※）を正規雇用労働者
（短時間労働者を除く）として雇い入
れた事業主に対して助成
（※） 次のいずれにも該当する者
①�1968（昭和43）年４月２日～1988（昭和
63）年４月１日生まれの者

②�雇入れ日前直近５年間に正規雇用労働者と
して雇用された期間を通算した期間が１年
以下であり、雇入れの日の前日から起算して
過去１年間に正規雇用労働者等として雇用
されたことがない者（自営業者等、助成金
の趣旨に合致しないと考えられる者は、この
要件を満たした場合であっても助成対象外）
③�紹介日時点で失業状態の者または非正規雇
用労働者かつ、「ハローワークや職業紹介
事業者等において、個別支援等の就労に向
けた支援を受けている者」

④�正規雇用労働者として雇用されることを希
望している者

１人あたり60万円［中小企業以外50万円］

５－Ⅳ　生活保護受給者等雇用開発コース
　地方公共団体からハローワークに対
し就労支援の要請がなされた生活保護
受給者等を、ハローワークまたは民間
の職業紹介事業者等の紹介により、継
続して雇用する労働者として雇い入れ
た（※）事業主に対して助成
（※）�雇用保険一般被保険者として雇い入れ、

対象労働者の年齢が65歳以上に達する
まで継続して雇用し、かつ、当該雇用
期間が継続して２年以上であることが
確実と認められること

１人あたり60万円［中小企業以外50万円］
短時間労働者は40万円［中小企業以外30万円］
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５－Ⅴ　成長分野等人材確保・育成コース
①�成長分野（デジタル、グリーン）の
業務に従事する労働者として雇い入
れる事業主に対して助成
②�就労経験のない職業に就くことを
希望する就職が困難な者を雇い入
れ、人材育成計画を策定し、人材育
成（※1）を行ったうえで賃金引上げ
（※2）を行う事業主に対して助成

（※1）�人材開発支援助成金を活用した訓練
（50時間以上など）に限る

（※2）雇入れ日等から３年以内に５％以上

　特定求職者雇用開発助成金の各コース（５－Ⅰ～５－Ⅳ）の
1.5倍の助成額

6　トライアル雇用助成金� 【労働局】
６－Ⅰ　一般トライアルコース
　職業経験、技能、知識の不足等から
安定的な就職が困難な求職者（※）を、
ハローワークまたは民間の職業紹介事
業者等の紹介により、一定期間試行雇
用する事業主に対して助成
（※）次の①～⑤のいずれかに該当する者
①�２年以内に２回以上離職または転職を繰り
返している者

②�離職している期間が１年を超えている者
③�妊娠、出産または育児を理由として離職し
た者で、安定した職業に就いていない期間
が１年を超えているもの

④�生年月日が1968（昭和43）年４月２日以降
の者で、ハローワーク等において担当者制
による個別支援を受けている者

⑤�就職支援にあたって特別の配慮を要する以
下の者

　�生活保護受給者、母子家庭の母等、父子家
庭の父、日雇労働者、季節労働者、中国残
留邦人等永住帰国者、ホームレス、住居喪
失不安定就労者、生活困窮者、ウクライナ
避難民

１人あたり月額最大４万円（最長３か月間）
対象者が母子家庭の母等または父子家庭の父の場合
月額最大５万円（最長３か月間）

６－Ⅱ　障害者トライアルコース
　就職が困難な障害者を、ハローワー
クまたは民間の職業紹介事業者等の紹
介により、一定期間試行雇用を行う事
業主に対して助成

【精神障害者の場合】
・助成期間：最長６か月
・トライアル雇用期間：原則６～12か月
・助成額：雇入れから3か月間→１人あたり月額最大８万円
・助成額：雇入れから４か月以降→１人あたり月額最大４万円
【上記以外の場合】
・助成期間：最長３か月
・�トライアル雇用期間：原則３か月。ただし、テレワークによる
勤務を行う者は、最大６か月まで延長可能
・助成額：１人あたり月額最大４万円

６－Ⅲ　障害者短時間トライアルコース
　直ちに週20時間以上勤務すること
が難しい精神障害者及び発達障害者の
求職者について、３か月から12か月
の期間をかけながら20時間以上の就
業を目指して試行雇用を行う事業主に
対して助成

１人当たり月額最大４万円（最長12か月間）
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６－Ⅳ　若年・女性建設労働者トライアルコース
　若年者（35歳未満）または女性を
建設技能労働者等として一定期間試行
雇用し、トライアル雇用助成金（一般
トライアルコース、障害者トライアル
コース）の支給を受けた中小建設事業
主に対して助成

１人あたり月額最大４万円（最長３か月間）

７　地域雇用開発助成金� 【労働局】
７－Ⅰ　地域雇用開発コース
　同意雇用開発促進地域、過疎等雇用
改善地域または特定友人国境離島等地
域などにおいて、事業所の設置・整備
あるいは創業に伴い、地域求職者等の
雇入れを行った事業主に対して助成

　事業所の設置・整備費用と対象労働者の増加数等に応じて50
～800万円を支給（最大３年間（３回）支給）
　なお、中小企業の場合は1回目の支給において支給額の1/2相
当額を上乗せした金額を支給し、また創業の場合は１回目の支給
において100～1,600万円を支給し、２回目以降は50～800万
円を支給

７－Ⅱ　沖縄若年者雇用促進コース
　沖縄県内において、事業所の設置・
整備に伴い、沖縄県内居住の35歳未
満の若年求職者の雇入れを行った事業
主に対して助成

支払った賃金に相当する額の1/3［中小企業以外1/4］
助成対象期間は１年間（定着状況が特に優良な場合は２年間）
定着状況が特に優良な場合の２年目の助成額
支払った賃金に相当する額の1/2［中小企業以外1/3］

８　産業雇用安定助成金（Ⅲ　事業再構築支援コース）� 【労働局】

　新型コロナウイルス感染症の影響等に
より事業活動の一時的な縮小を余儀なく
された事業主が、新たな事業への進出等
の事業再構築を行い、当該事業再構築に
必要な新たな人材（※1）を雇い入れた（※
2）場合に助成
（※1）�専門的な知識等を有する年収350万円以

上の者
（※2）�期間の定めのない労働者（パートタイム

労働者を除く）として雇い入れる場合に
限る

１人あたり280万円［中小企業以外200万円］
（対象となる労働者は１事業主あたり５人が上限）

F．雇用環境の整備関係等の助成金
９　障害者作業施設設置等助成金★� 【（独）高齢・障害・求職者雇用支援機構】
　雇い入れるまたは継続して雇用する障
害者のために、その障害者の障害特性に
よる就労上の課題を克服する作業施設等
の設置・整備を行う事業主に対して助成

支給対象費用の2/3

10　障害者福祉施設設置等助成金★� 【（独）高齢・障害・求職者雇用支援機構】
　継続して雇用する障害者のために、そ
の障害者の福祉の増進を図るための福祉
施設等の設置・整備を行う事業主または
当該事業主が加入している事業主団体に
対して助成

支給対象費用の1/3

11　障害者介助等助成金★� 【（独）高齢・障害・求職者雇用支援機構】
　雇い入れるまたは継続して雇用する障
害者の雇用管理のために、必要な介助者
等を配置または委嘱、職場復帰のために
必要な職場適応措置を行う事業主に対し
て助成

【職場介助者の配置または委嘱】　
支給対象費用の3/4
【職場介助者の配置または委嘱の継続措置】　
支給対象費用の2/3
【手話通訳、要約筆記等の担当者の委嘱】
委嘱１回あたりの費用の3/4
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【障害者相談窓口担当者の配置等】
・担当者の増配置　担当者１人あたり月額８万円
・�増配置した担当者が合理的配慮に係る相談業務以外にも従事　
担当者１人あたり月額１万円
・研修の受講
　（受講費）：障害者専門機関等に支払った額の2/3
　（賃　金）：担当者１人あたり１時間につき700円
・障害者専門機関等への委嘱：対象経費の2/3
【職場支援員の配置】
・職場支援員を雇用契約により配置
　１人あたり月額４万円［中小企業以外月額３万円］
　短時間労働者は、月額2万円［中小企業以外月額1.5万円］
※職場支援員１人が支援する対象労働者の数は３人を上限
・職場支援員を委嘱契約により配置
　委嘱による支援１回あたり１万円（最大月４万円が上限）
※助成対象期間は、２年間（精神障害者は３年間）が上限

【職場復帰支援】
１人あたり月額６万円［中小企業以外月額4.5万円］
さらに、職種転換等に伴い、新たな職務の遂行に必要となる基本
的な知識・技術を習得するための講習を実施した場合に、要した
経費に応じて助成
５万円以上～10万円未満
　１事業所あたり３万円［中小企業以外2万円］
10万円以上～20万円未満
　１事業所あたり６万円［中小企業以外4.5万円］
20万円以上
　１事業所あたり12万円［中小企業以外９万円］
※助成対象期間は、１年間が上限

12　職場適応援助者助成金★� 【（独）高齢・障害・求職者雇用支援機構】
　職場適応援助者（※）による援助を必要
とする障害者のために、職場適応援助者
による支援を実施する事業主に対して助
成（同一の企業在籍型職場適応援助者に
ついては申請事業所毎で１回まで）
（※）�ジョブコーチとも呼ばれ、障害者、事業

主および当該障害者の家族に対して障害
者の職場適応に関するきめ細かな支援を
する者

【職場適応援助者による支援】
①訪問型職場適応援助者
　１日の支援時間が４時間以上（精神障害者は３時間以上）の日
　　1.6万円
　１日の支援時間が４時間未満（精神障害者は３時間未満）の日
　　8,000円
※助成対象期間は、１年８か月（精神障害者は２年８か月）が上限
②企業在籍型職場適応援助者
　〈精神障害者の支援〉
　１人あたり月額12万円［中小企業以外月額９万円］
　短時間労働者は、月額６万円［中小企業以外月額５万円］
　〈精神障害者以外の支援〉
　１人あたり月額８万円［中小企業以外月額６万円］
　短時間労働者は、月額４万円［中小企業以外月額３万円］
※助成対象期間は、６か月が上限

【職場適応援助者養成研修】
職場適応援助者養成研修の受講料の1/2

13　重度障害者等通勤対策助成金★� 【（独）高齢・障害・求職者雇用支援機構】
　雇い入れるまたは継続して雇用する障
害者のために、その障害者の障害特性に
応じ通勤を容易にするための措置を行う
事業主に対して助成

支給対象費用の3/4
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14　重度障害者多数雇用事業所施設設置等助成金★� 【（独）高齢・障害・求職者雇用支援機構】
　重度障害者を多数継続して雇用（※）
し、これらの障害者のために事業施設等
の整備等を行う事業主に対して助成
（※）�重度障害者を１年を超えて10人以上継続

して雇用し、継続して雇用している労働
者数に占める重度障害者の割合が20％以
上であること

支給対象費用の2/3（特例の場合3/4）

15　人材確保等支援助成金� 【労働局】
15－Ⅰ　雇用管理制度助成コース
　雇用管理制度（諸手当等制度、研修
制度、健康づくり制度、メンター制
度、短時間正社員制度）の導入を通じ
て従業員の離職率の低下に取り組む事
業主に対して助成
※�令和４年４月１日以降、新規の計画受付は
停止しています

【目標達成助成】　
57万円

15－Ⅱ　介護福祉機器助成コース
　介護労働者の身体的負担を軽減する
ため新たな介護福祉機器の導入等を通
じて従業員の離職率の低下に取り組む
介護事業主に対して助成

【目標達成助成】　
支給対象費用の20％〈35％〉（上限150万円）

15－Ⅲ　中小企業団体助成コース
　都道府県知事に改善計画の認定を受
けた事業主団体であって、その構成員
である中小企業の人材確保や従業員の
職場定着を支援するための事業を行う
事業主団体に対して助成

事業の実施に要した支給対象経費の2/3
　大規模認定組合等（構成中小企業者数500以上）　上限1,000万円
　中規模認定組合等（同100以上500未満）上限800万円
　小規模認定組合等（同100未満）上限600万円

15－Ⅳ　人事評価改善等助成コース
　生産性向上に資する能力評価を含む
人事評価制度を整備し、定期昇給等の
みによらない賃金制度を設けることを
通じて生産性向上、賃金アップと離職
率低下を図る場合に助成
※�令和４年４月１日以降、新規の計画受付は
停止しています

【目標達成助成（※）】　
80万円

15－Ⅴ　建設キャリアアップシステム等普及促進コース
　建設事業主団体が実施する次の事業
に対して助成
①�中小構成員等（※）に対し、建設キャ
リアアップシステム（CCUS）の技
能者登録料、事業者登録料、レベル
判定手数料または見える化評価手数
料の全部または一部を補助する事業
②�中小構成員等（※）を対象にCCUSの
事業者登録、技能者登録または見え
る化評価の申請手続を支援する事業
③�中小構成員等（※）におけるCCUSの
就業履歴蓄積に係るカードリーダー
などの各種機器やアプリなどのソフ
トウェア等の導入を促進する事業

（※）�建設事業主団体の構成員である中小建
設事業主等のほか、当該構成員と元下
関係にある中小建設事業主等

①～③共通
（中小建設事業主団体）
　支給対象経費の2/3
（中小建設事業主団体以外の建設事業主団体）
　支給対象経費の1/2
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15－Ⅵ　若年者及び女性に魅力ある職場づくり事業コース（建設分野）
　①若年および女性労働者の入職や定
着を図ることを目的とした事業を行っ
た建設事業主または建設事業主団体、
②建設工事における作業についての訓
練を推進する活動を行った広域的職業
訓練を実施する職業訓練法人に対して
助成

①の場合
【建設事業主】
（中小建設事業主）　支給対象経費の3/5〈3/4〉
（中小建設事業主以外の建設事業主）　支給対象経費の9/20〈3/5〉
※�雇用管理研修等を受講させた場合、１人あたり日額8,550円〈10,550円〉
加算（最長６日間）

【建設事業主団体】
（中小建設事業主団体）　支給対象経費の2/3
（中小建設事業主団体以外の建設事業主団体）　支給対象経費の1/2
②の場合　支給対象経費の2/3

15－Ⅶ　作業員宿舎等設置助成コース（建設分野）
　①被災三県（岩手県、宮城県、福島
県）に所在する作業員宿舎、作業員施
設、賃貸住宅を賃借した中小建設事業
主、②自ら施工管理する建設工事現場
に女性専用作業員施設を賃借した中小
元方建設事業主、③認定訓練の実施に
必要な施設や設備の設置又は整備を
行った広域的職業訓練を実施する職業
訓練法人に対して助成

①の場合　支給対象経費の2/3
②の場合　支給対象経費の3/5〈3/4〉
③の場合　支給対象経費の1/2

15－Ⅷ　外国人労働者就労環境整備助成コース
　外国人特有の事情に配慮した就労環
境の整備（就業規則等の多言語化な
ど）を通じて、外国人労働者の職場定
着に取り組む事業主に対して助成

支給対象経費の1/2〈2/3〉（上限57万円〈72万円〉）

15－Ⅸ　テレワークコース
　テレワーク勤務に関する制度を整備
し、テレワークを可能とする取組を行
う事業主に対して助成
　所定のテレワーク実績基準及び離職
率目標を満たした事業主に対して助成

【機器等導入助成】
支給対象経費の30％
（上限額：１企業あたり100万円、１人あたり20万円）
【目標達成助成】
支給対象経費の20％〈35％〉
（上限額：１企業あたり100万円、１人あたり20万円）

16　通年雇用助成金� 【労働局】
　北海道、東北地方等の積雪または寒冷
の度が特に高い地域において、冬期間に
離職を余儀なくされる季節労働者を通年
雇用した事業主に対して助成

【事業所内就業、事業所外就業※】
支払った賃金の2/3（第１回目）（上限額：71万円）
支払った賃金の1/2（第２～３回目）（上限額：54万円）
【休業※】
休業手当と賃金の1/2（第１回目）、1/3（第２回目）
（上限額：71万円または54万円）
【業務転換※】　
支払った賃金の1/3（上限額：71万円）
【職業訓練】
支給対象経費の1/2（季節的業務）
（上限額：対象労働者１人あたり３万円）
支給対象経費の2/3（季節的業務以外）
（上限額：対象労働者１人あたり４万円）
【新分野進出】　
支給対象経費の1/10（上限額：500万円）
【季節トライアル雇用】
支払った賃金の1/2（減額あり）（上限額：71万円）
※�対象期間に季節労働者を指定地域外に就労させ、その移動に要する経費を
事業主が負担した場合には、交通費等の経費（往復）に対し助成（移動距
離に応じて上限あり）
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17　65歳超雇用推進助成金� 【（独）高齢・障害・求職者雇用支援機構】
17－Ⅰ　65歳超継続雇用促進コース
　65歳以上への定年の引上げ、定年
の定めの廃止、希望者全員を対象とす
る66歳以上の年齢までの継続雇用制
度の導入のいずれかの措置を実施した
事業主に対して助成（①～⑥）
　他社による継続雇用制度の導入を行
う送出し事業主が、受入れ事業主の就
業規則改正等に必要な経費をすべて負
担した場合、送出し事業主に対して助
成（⑦）

【①65歳への定年の引上げ】　15～30万円
【②66歳～69歳への定年の引上げ】　20～105万円
【③70歳未満から70歳以上への定年の引上げ】　30～105万円
【④定年（70歳未満に限る）の定めの廃止】　40～160万円
【⑤希望者全員を66歳～69歳の年齢まで継続雇用する制度導入】
　15～60万円
【⑥希望者全員を70歳未満から70歳以上の年齢まで継続雇用す
る制度導入】　30～100万円
【⑦他社による継続雇用制度の導入】　支給対象経費の1/2
※①～⑥について
　・�措置の内容や定年等の年齢の引上げ幅、60歳以上の雇用保険被保険者
数に応じて支給

　・�令和２年度までに支給申請し、本コースを受給した事業主が、一定要件を
満たした場合、令和５年度の助成額から既受給額を差し引いた額を助成

※⑦について
　実施した措置の内容に応じて上限あり（10・15万円）

17－Ⅱ　高年齢者評価制度等雇用管理改善コース
　高年齢者の雇用機会を増大するため
の雇用管理制度の見直し・導入や健康
診断を実施するための制度を導入する
など、高年齢者の雇用環境を整備した
事業主に対して助成

支給対象経費（その経費が50万円を超える場合は50万円）の
60％［中小企業以外45％］
※�１事業主につき最初の支給に限っては、50万円の経費を要したものとみ
なします

17－Ⅲ　高年齢者無期雇用転換コース
　50歳以上かつ定年年齢未満の有期
契約労働者を無期雇用労働者に転換し
た事業主に対して助成

１人あたり48万円［中小企業以外は38万円］

18　高年齢労働者処遇改善促進助成金� 【労働局】
　60歳から64歳までの高年齢労働者に
適用される賃金規定等を増額改定（※）
し、高年齢雇用継続基本給付金の受給総
額を減少させた事業主に対して助成
（※）�時間あたりの所定内賃金を60歳時点と比

較して75％以上に増額改定

高年齢雇用継続基本給付金の減少額の2/3［中小企業以外1/2］

19　キャリアアップ助成金� 【労働局】
19－Ⅰ　正社員化コース
　有期雇用労働者等を正社員化（※）
した事業主に対して助成
（※）�正社員には「多様な正社員（勤務地限

定・職務限定・短時間正社員）」を含む

①【有期→正規】１人あたり57万円［中小企業以外42.75万円］
②【無期→正規】１人あたり28.5万円［中小企業以外21.375万円］
※派遣労働者を派遣先で正社員として直接雇用する場合
　１人あたり28.5万円［中小企業以外も同額］加算
※支給対象者が母子家庭の母等または父子家庭の父の場合
　１人あたり①9.5万円［中小企業以外も同額］加算
　　　　　　②4.75万円［中小企業以外も同額］加算
※�人材開発支援助成金の特定の訓練修了後(自発的職業能力開発訓練・定額
制訓練を除く)に正社員化した場合
　１人あたり①9.5万円［中小企業以外も同額］加算
　　　　　　②4.75万円［中小企業以外も同額］加算
※�人材開発支援助成金の自発的職業能力開発訓練・定額制訓練修了後に正社
員化した場合
　１人あたり①11万円［中小企業以外も同額］加算
　　　　　　②5.5万円［中小企業以外も同額］加算
※勤務地限定・職務限定・短時間正社員制度を新たに規定した場合
　１事業所あたり9.5万円［中小企業以外7.125万円］加算
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19－Ⅱ　障害者正社員化コース
　障害のある有期雇用労働者等を正規
雇用労働者等に転換した事業主に対し
て助成

【重度身体障害者、重度知的障害者および精神障害者の場合】
①【有期→正規】１人あたり120万円［中小企業以外90万円］
②【有期→無期】１人あたり60万円［中小企業以外45万円］
③【無期→正規】１人あたり60万円［中小企業以外45万円］
【重度以外の身体障害者、重度以外の知的障害者、発達障害者、
難病患者、高次脳機能障害と診断された者の場合】
①【有期→正規】１人あたり90万円［中小企業以外67.5万円］
②【有期→無期】１人あたり45万円［中小企業以外33万円］
③【無期→正規】１人あたり45万円［中小企業以外33万円］
※�当該額が対象労働者に対する賃金の額を超える場合には、当該賃金の総額
を上限額として支給する

19－Ⅲ　賃金規定等改定コース
　有期雇用労働者等の賃金規定等を増
額改定（※）し、昇給させた事業主に対
して助成
（※）賃金規定等を３％以上増額改定

【３％以上５％未満増額改定】
１人あたり５万円［中小企業以外3.3万円］
【５％以上増額改定】　
１人あたり6.5万円［中小企業以外4.3万円］
※職務評価を活用して増額改定を行った場合
　１事業所あたり20万円［中小企業以外15万円］加算

19－Ⅳ　賃金規定等共通化コース
　有期雇用労働者等と正規雇用労働者
との共通の賃金規定等を新たに規定・
適用した事業主に対して助成

１事業所あたり60万円［中小企業以外45万円］

19－Ⅴ　賞与・退職金制度導入コース
　有期雇用労働者等に賞与・退職金制
度を導入し、支給または積立てを実施
した事業主に対して助成

１事業所あたり40万円［中小企業以外30万円］
※同時に導入した場合に、16.8万円［中小企業以外12.6万円］加算

19－Ⅵ　短時間労働者労働時間延長コース
　短時間労働者の週所定労働時間を延
長するとともに、処遇の改善を図り、
新たに社会保険に適用させた事業主に
対して助成

【週所定労働時間を３時間以上延長し、かつ新たに社会保険に適
用した場合】
１人あたり23.7万円［中小企業以外17.8万円］
【労働者の手取り収入が減少しないように週所定労働時間を１時
間以上３時間未満延長し、かつ新たに社会保険に適用した場合】
１時間以上２時間未満
　１人あたり5.8万円［中小企業以外4.3万円］
２時間以上３時間未満
　１人あたり11.7万円［中小企業以外8.8万円］

Ｇ．仕事と家庭の両立支援関係等の助成金
20　両立支援等助成金� 【労働局】
20－Ⅰ　出生時両立支援コース（子育てパパ支援助成金）
　男性労働者が育児休業を取得しやす
い雇用環境整備や業務体制整備を行
い、子の出生後８週間以内に開始する
育児休業を取得した男性労働者が生じ
た中小企業事業主に対して助成
　男性労働者の育児休業取得率が、上
記第１種の助成を受けてから３年以内
に30％以上上昇した中小企業事業主
や、一定の場合に２年連続70％以上
となった中小企業事業主に対して助成

①第１種　20万円
※育児休業取得者の代替要員を確保した場合、以下の金額を加算
　20万円（代替要員が３人以上の場合45万円）
※１企業１回まで支給

②第２種
【１年以内に30％以上上昇】　60万円
【２年以内に30％以上上昇】　40万円
【３年以内に30％以上上昇】　20万円
※１企業１回まで支給

― 13 ―



20－Ⅱ　介護離職防止支援コース
　介護支援プランを策定し、プランに
基づき労働者の円滑な介護休業の取
得・職場復帰に取り組み、介護休業を
取得した労働者が生じた中小企業事業
主、または仕事と介護との両立に資す
る制度（介護両立支援制度）の利用者
が生じた中小企業事業主に対して助成

　新型コロナウイルス感染症への対応
として家族を介護するために有給休暇
を取得した労働者が生じた中小企業事
業主に対して助成

①介護休業
　【休業取得時】　30万円
　【職場復帰時】　30万円
②介護両立支援制度　30万円
※�①【職場復帰時】の対象事業主が介護休業取得者の代替要員の新規雇用
（派遣を含む）または代替する労働者への手当支給等を行った場合、以
下の金額を加算
　新規雇用20万円、手当支給等5万円
※�①【休業取得時】および②の対象事業主が介護を申し出た労働者に対す
る個別周知および仕事と介護を両立しやすい雇用環境整備を行った場
合、15万円を加算
※それぞれ、１企業あたり１年度５人まで支給
③新型コロナウイルス感染症対応特例
　【有給休暇取得日数が5日以上10日未満】　20万円
　【有給休暇取得日数が10日以上】　35万円
※１企業あたり、上記２つあわせて５人まで支給

20－Ⅲ　育児休業等支援コース
　育休復帰支援プランを策定し、プラ
ンに基づき労働者の円滑な育児休業の
取得・職場復帰に取り組み、育児休業
を取得した労働者が生じた中小企業事
業主に対して助成
　育児休業取得者の業務を他の労働者
が代替するとともに、育児休業取得者
を原職復帰させた中小企業事業主に対
して助成

　育児休業から復帰後の支援として、
法を上回る子の看護休暇制度や保育
サービス費用補助制度を導入し、労働
者に利用させた中小企業事業主に対し
て助成

　新型コロナウイルス感染症の影響に
よる小学校等の臨時休業等により子ど
もの世話をする労働者が利用できる特
別休暇制度および両立支援制度を導入
し、特別休暇を取得させた事業主に対
して助成

①育休取得時　30万円
②職場復帰時　30万円
※�１企業あたり雇用期間の定めのない労働者１人、有期雇用労働者１人の
計２人まで支給

③業務代替支援　・新規雇用　　50万円
　　　　　　　　・手当支給等　10万円
※育児休業取得者が有期雇用労働者の場合、10万円加算
※�１企業あたり、上記２つあわせて１年度10人まで支給（最初の支給か
ら５年間に限る）

④職場復帰後支援
【子の看護休暇制度】
・制度導入時　30万円
・制度利用時　取得した休暇時間数に1,000円を乗じた額
【保育サービス費用補助制度】
・制度導入時　30万円
・制度利用時　事業主が負担した費用の３分の２の額
※�制度導入時の助成は「子の看護休暇制度」「保育サービス費用補助制度」
いずれかについて、１企業あたり１回まで支給
※�制度利用時の助成は１企業１年度あたり「子の看護休暇制度」は200時間、
「保育サービス費用補助制度」は20万円まで支給
※�①～④の対象事業主が自社の育児休業等の取得状況に関する情報を「両立
支援のひろば」サイト上で公表した場合、２万円を加算（１企業１回まで）
１人あたり　10万円
※１企業あたり、10人まで支給

20－Ⅳ　事業所内保育施設コース
　労働者のための保育施設を事業所内
に設置、運営などを行う事業主・事業
主団体に対してその費用の一部を助成
※�平成28年４月１日以降、新規申請受付は
停止しています

【設置費】
設置費用の2/3［中小企業以外1/3］
※上限2,300万円［中小企業以外1,500万円］
【運営費】
年間の１日平均保育乳幼児１人あたり年額45万円［中小企業以
外34万円］
※上限1,800万円［中小企業以外1,360万円］
【増築または建替え費】
増築費用の1/2［中小企業以外1/3］
※上限1,150万円［中小企業以外750万円］
建替え費用の1/2［中小企業以外1/3］
※上限2,300万円［中小企業以外1,500万円］
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20－Ⅴ　新型コロナウイルス感染症に関する母性健康管理措置による休暇取得支援コース
　男女雇用機会均等法に基づく母性健
康管理措置について就業規則等に規定
するとともに、新型コロナウイルス感
染症に関する母性健康管理措置とし
て、医師等の指導により、休業が必要
とされた妊娠中の女性労働者が取得で
きる有給（年次有給休暇で支払われ
る賃金相当額の6割以上）の休暇制度
（年次有給休暇を除く）を設け、新型
コロナウイルス感染症に関する母性健
康管理措置の内容を含めて社内に周知
し、当該休暇を合計20日以上労働者
に取得させた事業主に対して助成

【対象となる労働者】
新型コロナウイルス感染症に関する母性健康管理措置として休業
が必要な妊娠中の女性労働者（雇用保険被保険者に限る）
【支給額】
対象労働者１人あたり20万円（１事業所あたり５人まで）
【対象期間等】
令和５年４月１日から令和５年９月30日まで
※�男女雇用機会均等法に基づく母性健康管理措置については、休業以外に、
妊娠中の女性労働者の就業が可能となるような具体的措置（例：通勤緩和、
勤務時間の短縮、在宅勤務等）を整備し、全労働者に周知することが必要

20－Ⅵ　不妊治療両立支援コース
　不妊治療のために利用可能な休暇制
度・両立支援制度（①不妊治療のため
の休暇制度（特定目的・多目的とも
可））、②所定外労働制限制度、③時差
出勤制度、④短時間勤務制度、⑤フ
レックスタイム制、⑥テレワーク）を
利用しやすい環境整備に取り組み、不
妊治療を行う労働者の相談に対応し、
①～⑥の休暇制度や両立支援制度のい
ずれかを労働者に利用させた中小企業
事業主に対して助成

【環境整備、休暇の取得等】
１事業主あたり30万円（１回限り）
※�企業トップが制度の利用促進についての方針を労働者に周知するととも
に、不妊治療休暇・両立支援制度を就業規則等に規定し、不妊治療と仕事
との両立のための社内のニーズの調査を行い、両立支援担当者が対象労働
者と面談して策定した不妊治療両立支援プランに基づき、対象労働者に休
暇制度・両立支援制度を合計５日（回）以上取得または利用させた事業主

【長期休暇の加算】
１事業主あたり30万円（１回限り）
※連続20日以上休暇を取得し、原職復帰後３か月以上継続勤務させた場合

Ｈ．人材開発関係の助成金
21　人材開発支援助成金� 【労働局】
21－Ⅰ　人材育成支援コース
　雇用する労働者に対し、①10時間
以上のOFF-JT、②中核人材を育てる
ために実施するOJTとOFF-JTを組み
合わせた6ヶ月以上の訓練、③有期契
約労働者等の正社員転換を目的として
実施するOJTとOFF-JTを組み合わせ
た2ヶ月以上の訓練を行った事業主等
に対して助成

①【賃金助成】
１人１時間あたり760円〈200円〉〔中小企業以外380円〈100円〉〕
【経費助成】
①の場合
・�正規雇用労働者　実費相当額の45%〈15%〉〔中小企業以外
30%〈15%〉〕
・非正規雇用労働者　実費相当額の60%〈15%〉
・正社員化した場合　実費相当額の70%〈30%〉
②の場合
　実費相当額の45%〈15%〉〔中小企業以外30%〈15%〉〕
③の場合
・非正規雇用労働者　実費相当額の60%〈15%〉
・正社員化した場合　実費相当額の70%〈30%〉
【OJT実施（定額）助成】
②の場合
１人１訓練あたり20万円〈５万円〉〔中小企業以外11万円〈３万円〉〕
③の場合
１人１訓練あたり10万円〈３万円〉〔中小企業以外９万円〈３万円〉〕
※〈　〉内は、訓練終了後、労働者に毎月決まって支払われる賃金を５％以
上増額させた場合や、資格等手当の支払を就業規則等に規定した上で、訓
練修了後に訓練受講者に対して当該手当を支払うことにより賃金が３％以
上増額している場合に加算
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21－Ⅱ　教育訓練休暇等付与コース
　有給の教育訓練休暇制度を導入し、
労働者が当該休暇を取得して訓練を受
けた場合に助成

【定額助成】　
30万円〈６万円〉
※〈　〉内は、訓練終了後、労働者に毎月決まって支払われる賃金を５％以
上増額させた場合や、資格等手当の支払を就業規則等に規定した上で、訓
練修了後に訓練受講者に対して当該手当を支払うことにより賃金が３％以
上増額している場合に加算

21－Ⅲ　建設労働者認定訓練コース
　①職業能力開発促進法による認定訓
練を行った中小建設事業主または中小
建設事業主団体（※1）、②雇用する建
設労働者に有給で認定訓練を受講させ
た中小建設事業主（※2）に対して助成
（※1）�広域団体認定訓練助成金の支給また

は認定訓練助成事業費補助金の交付
を受けた中小建設事業主または中小
建設事業主団体に限る

（※2）�人材開発支援助成金（人材育成支援
コース）の支給決定を受けた中小建
設事業主に限る

【経費助成】
①の場合
広域団体認定訓練助成金の支給または認定訓練助成事業費補助金
における助成対象経費の1/6
【賃金助成】
②の場合、１人あたり日額3,800円
【賃金向上助成・資格等手当助成】
②の場合、【賃金助成】の支給対象１人あたり日額〈1,000円〉

21－Ⅳ　建設労働者技能実習コース
　雇用する建設労働者に有給で技能の
向上のための実習を受講させた建設事
業主または建設事業主団体に対して助
成

【経費助成（建設事業主）】
（20人以下の中小建設事業主）
　支給対象費用の3/4
（21人以上の中小建設事業主）
　35歳未満　支給対象費用の7/10
　35歳以上　支給対象費用の9/20
（中小建設事業主以外の建設事業主）
　支給対象費用の3/5（※1）
（※1）女性の建設労働者に技能実習を受講させた場合に限る
【経費助成（建設事業主）賃金向上助成・資格等手当助成】
支給対象費用の〈3/20〉
【経費助成（建設事業主団体）】
（中小建設事業主団体）
　支給対象費用の4/5
（中小建設事業主団体以外の建設事業主団体）
　支給対象費用の2/3（※1）
【賃金助成】（最長20日間）
（20人以下の中小建設事業主）
　１人あたり日額8,550円（9,405円（※3））
（21人以上の中小建設事業主）
　１人あたり日額7,600円（8,360円（※3））
（※3）建設キャリアアップシステム技能者情報登録者の場合
【賃金助成 賃金向上助成・資格等手当助成】
（20人以下の中小建設事業主）
　１人あたり日額〈2,000円〉
（21人以上の中小建設事業主）
　１人あたり日額〈1,750円〉

21－Ⅴ　障害者職業能力開発コース
　障害者に対して職業能力開発訓練事
業を実施する場合に助成

【施設設置費】　
支給対象費用の3/4
【運営費】　
支給対象費用の3/4（重度障害者等は4/5）

― 16 ―



21-Ⅵ　人への投資促進コース
雇用する労働者に対し、
①�⑴高度デジタル人材の育成のための
訓練⑵大学院での訓練
②�OFF-JT＋OJTを組み合わせた６ヶ
月以上の訓練（IT分野関連の訓練）
③�定額制訓練（サブスクリプション型
の研修サービス）による訓練
④�労働者の自発的な訓練費用を事業主
が負担する訓練
⑤�長期教育訓練休暇等制度の導入等
を実施した場合に助成

①の場合
【経費助成】
⑴実費相当額の75％〔中小企業以外60％〕
⑵実費相当額の75％
【賃金助成】
⑴１人１時間あたり960円〔中小企業以外480円〕
⑵１人１時間あたり960円（国内の大学院での訓練のみ対象)
②の場合
【経費助成】
実費相当額の60％〈15％〉〔中小企業以外45％〈15％〉〕
【賃金助成】
１人１時間あたり760円〈200円〉〔中小企業以外380円〈100円〉〕
【OJT実施（定額）助成】
１人１訓練あたり20万円〈５万円〉〔中小企業以外11万円〈３万円〉〕
③の場合
【経費助成】　
実費相当額の60％〈15％〉〔中小企業以外45％〈15％〉〕
④の場合
【経費助成】　
実費相当額の45％〈15％〉
⑤の場合
【制度導入助成】　
20万円〈４万円〉
【賃金助成】　
１日あたり6,000円〈1,200円〉
(有給の休暇を取得させた場合のみ対象)
※〈　〉内は、訓練終了後、労働者に毎月決まって支払われる賃金を５％以
上増額させた場合や、資格等手当の支払を就業規則等に規定した上で、訓
練修了後に訓練受講者に対して当該手当を支払うことにより賃金が３％以
上増額している場合に加算

21－Ⅶ　事業展開等リスキリング支援コース
　事業展開等に伴い新たな分野で必要
となる知識や技能を習得させるための
訓練を実施した場合に助成

【経費助成】　
実費相当額の75％〔中小企業以外60％〕
【賃金助成】　
１人１時間あたり960円〔中小企業以外480円〕

22　職場適応訓練費� 【労働局】

　都道府県労働局長の委託を受けて職場
適応訓練を実施した事業主に対して助成
※�職場適応訓練費は、雇用関係助成金とは異な
りますが、事業主拠出の雇用保険二事業を財
源とする制度です

【一般の職場適応訓練（月額）】
2.4万円（重度の障害者以外）　2.5万円（重度の障害者）
【短期の職場適応訓練（日額）】
960円（重度の障害者以外）　1,000円（重度の障害者）

〈雇用関係助成金に関する勧誘にご注意ください。〉
　雇用関係助成金の申請や、助成対象の診断および受給額の無料査定をするといった記載の書
面を一方的に送付（FAX）することによって助成金の活用を勧誘する業者の情報が寄せられ
ています。
　厚生労働省や労働局・ハローワークでは、このような勧誘に関与している事実はありません
ので、十分にご注意ください。
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〈雇用関係助成金申請にあたってのご注意①〉

事業主の方へ

●不正受給を行った事業主は、
　①不正受給の全額に加え、延滞金、不正受給額の20％に相当する額が請求されます。
　②不正受給から5年間、全ての雇用関係助成金を受給できなくなります。
　③事業主名等が原則公表されます。

●�過去5年以内に他の不正受給に関与した社会保険労務士または代理人（弁護士を含む）
が事業主の申請等を代わって行った場合も、受給できません。

●�訓練（※）の実施が要件となっている助成金について、過去5年以内に他の不正受給に
関与した訓練実施者が行った訓練について支給申請を行った場合も、受給できません。
※ここでいう訓練とは、職業訓練、教育訓練など訓練名称の如何を問わず、広く研修等を含みます。

●�不正に関与した社会保険労務士または代理人（弁護士を含む）および訓練実施者につい
ては、各都道府県労働局が公表しており、厚生労働省ホームページ（「事業主の方のた
めの雇用関係助成金」）からも確認ができます。

●�都道府県労働局に提出した支給申請書や添付書類の原本または写しは、支給決定から5
年間保存しなければなりません。このため、社会保険労務士または代理人に申請を依頼
した場合は、提出された書類の原本または写しを受け取ってください。

　�都道府県労働局が調査を行う際に、書類が保存されていない場合、支給した助成金の返
還を求める場合があります。

●�雇用関係助成金の支給・不支給の決定、支給決定の取消しなどは、行政不服審査法上の
不服申立ての対象とはなりません。

●�国、地方公共団体（地方公営企業法第2条の規定の適用を受ける地方公共団体が経営す
る企業を除く）、独立行政法人通則法第2条第4項に規定する行政執行法人および地方
独立行政法人第2条第2項に規定する特定地方独立行政法人に対しては、雇用関係助成
金は支給されません。

●記入誤りや添付書類の不足がないよう、提出前にご確認ください。

●�雇用関係助成金は電子申請、郵送、助成金申請窓口への持参のいずれかの方法により申
請することができます。

　�郵送する場合は、簡易書留等、必ず配達記録が残る方法により送付してください。また、
申請期限までに到達していることが必要です。
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Ⅱ 労働条件等関係助成金のご案内

　職場環境の改善、生産性向上に向けた取組などに、ぜひ、ご活用ください。

受給対象となる事業主・申請期間

・労働条件等関係助成金は主に中小企業事業主を対象としています。
・�各助成金によって申請期間が異なりますのでご注意下さい。なお、対象事業主数は国の予算額に
制約されるため、申請期間中に受付を締め切る場合があります。

中小企業事業主の範囲
・中小企業事業主の範囲は、以下のとおりです。

資本金の額・出資の総額 常時雇用する労働者の数
小売業（飲食店を含む） 5,000万円以下

ま
た
は

50人以下
サービス業 5,000万円以下 100人以下
卸売業 １億円以下 100人以下
その他の業種 3億円以下 300人以下

留意事項

・�お問い合わせ先は各助成金によって異なります。（ハローワークでは申請を受け付けていないの
でご注意下さい。）
・�偽りその他の不正行為により助成金の交付を受けた場合、交付決定の内容や付された条件に違反
した場合は、助成金の返還を求めることがあります。

労働条件等関係助成金一覧

※�助成金の財源は事業主拠出の労災保険料です。ただし、「業務改善助成金」は一般会計、「退職金
共済制度に係る新規加入等掛金助成」は労災保険料と雇用保険料の折半となっています。
※記載されている内容は概要です。詳細については、下記問い合わせ先にお尋ねください。

【問い合わせ先】　富山労働局　雇用環境・均等室　企画　TEL 076-432-2728
　　　　　　　　　　　　　　労働基準部　健康安全課　TEL 076-432-2731
その他、各助成金に応じて、（独）労働者健康安全機構、（独）勤労者退職金共済機構が問い合わせ先となります。

Ａ．生産性向上等を通じた最低賃金の引上げを支援するための助成金
１　業務改善助成金� 【労働局】
　事業場内で最も低い労働者の賃金（事業場内最低賃
金）を引き上げ、生産性向上に資する設備投資等を行
う中小企業事業主に対して助成

【助成率】
　設備投資等に要した費用の3/4～9/10
【上限額】
　引き上げる賃金額および引き上げる労働者数に応
じて30万円～600万円

Ｂ．労働時間等の設定改善を支援するための助成金
2　働き方改革推進支援助成金� 【労働局】
２－Ⅰ　適用猶予業種等対応コース
　適用猶予業種等※への上限規制の適用に対応する
ため、労働時間削減等に向けた環境整備に取り組む
ことを目的として、外部専門家によるコンサルティ
ング、労務管理用機器等の導入等を実施し、改善の
成果を上げた事業主に助成
※�建設事業、自動車運転の業務、医業に従事する医師、砂糖
製造業（鹿児島県・沖縄県に限る）

【助成率】
　3/4（事業規模30名以下かつ労働能率の増進に
資する設備・機器等の経費が30万円を超える場合
は4/5を助成）
【上限額】
　成果目標の達成状況に基づき、最大450万円（一
定要件の場合、最大480万円加算）
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２－Ⅱ　労働時間短縮・年休促進支援コース
　労働時間削減や、年次有給休暇の取得促進に向け
た環境整備に取り組むことを目的として、外部専門
家によるコンサルティング、労務管理用機器等の導
入等を実施し、改善の成果を上げた事業主に対し
て、その経費の一部を助成

【助成率】
　3/4（事業規模30名以下かつ労働能率の増進に
資する設備・機器等の経費が30万円を超える場合
は4/5を助成）
【上限額】
　成果目標の達成状況に基づき、最大250万円（一
定要件の場合、最大480万円加算）

２－Ⅲ　勤務間インターバル導入コース
　勤務間インターバル制度を導入し、その定着を促
進することを目的として、外部専門家によるコンサ
ルティング、労務管理用機器等の導入等を実施し、
改善の成果を上げた事業主に対して、その経費の一
部を助成

【助成率】
　3/4（事業規模30名以下かつ労働能率の増進に
資する設備・機器等の経費が30万円を超える場合
は4/5を助成）
【上限額】
インターバル時間数等に応じて、
①９時間以上11時間未満　80万円
②11時間以上　100万円　など
　（一定要件の場合、最大480万円加算）

２－Ⅳ　労働時間適正管理推進コース
　労務・労働時間の適正管理を推進することを目的
として、外部専門家によるコンサルティング、労務
管理用機器等の導入等を実施し、改善の成果を上げ
た事業主に対して、その経費の一部を助成

【助成率】
　3/4（事業規模30人以下かつ労働能率の増進に
資する設備・機器等の経費が30万円を超える場合
は、4/5）
【上限額】　100万円（一定要件の場合、最大480万円）

２－Ⅴ　団体推進コース
　中小企業の事業主団体において、傘下企業の労働
時間削減や賃金引上げに向けた生産性向上に資する
取組に対して、その経費を助成

【助成率】　定額
【上限額】　500万円
　都道府県またはブロック単位で構成する中小企業
の事業主団体（傘下企業数が10社以上）の場合は
上限額1,000万円

Ｃ．受動喫煙防止対策を支援するための助成金
３　受動喫煙防止対策助成金� 【労働局】
　労働者の健康を保護する観点から、事業場（既存特
定飲食提供施設）における受動喫煙を防止するための
効果的な措置を講じた中小企業事業主に対して、その
経費の一部を助成

【助成率】　2/3（飲食店以外は1/2）
【上限額】　100万円

Ｄ．産業保健活動を支援するための助成金
４　団体経由産業保健活動推進助成金� 【（独）労働者健康安全機構】
　事業主団体等に対し、傘下の中小企業等を対象に健
康経営を含む産業保健サービスを提供するために医師
等と契約した場合に、その活動費用の一部を助成

　100万円を上限として、産業保健サービス提供費
用の4/5を助成
　（１事業主団体等につき年度内1回限り）

Ｅ．安全な機械を導入するための補助金
５　高度安全機械等導入支援補助金� 【労働基準局安全衛生部安全課】
　近年の技術の進展に伴い開発されている安全機能を
有する車両系建設機械を導入する中小企業に対して、
必要となる費用の一部を助成

　補助対象経費の1/2または基準額のいずれか低い
方の額

Ｆ．高齢者の安全衛生確保対策を支援するための補助金
６　エイジフレンドリー補助金� 【労働基準局安全衛生部安全課】
　60歳以上の高年齢労働者に特有の労働災害被災リ
スクを低減するための設備の改善等及び高年齢労働者
を含むすべての労働者の健康保持増進のための取組に
要する経費の一部を助成する。

【高年齢労働者の身体機能の低下を補う設備・装置
の導入その他の労働災害防止対策に関する経費】
　間接補助対象経費の1/2または100万円のいずれ
か低い方の額
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【高年齢労働者の身体機能の低下を補う設備・装置の
導入その他の労働災害防止対策に関する経費】
・�転倒災害防止のための通路の段差の解消、床や通路
の滑り防止対策の導入
・�介護における介助の際の身体的負担を軽減する器
具、機材の導入

【コラボヘルス等の労働者の健康保持増進のための取組
（保険者への健康診断結果のデータ提供を含む）に関
する経費】
・�健康診断結果等を踏まえた禁煙指導、メンタルヘル
ス対策、ハラスメント対策等の健康教育
・�健康スコアリングボード等を活用したコラボヘルス
を実施するための健康診断等を電磁的に保存及び管
理を行うシステムの導入

【コラボヘルス等の労働者の健康保持増進のための
取組（保険者への健康診断結果のデータ提供を含む）
に関する経費】
　間接補助対象経費の3/4または30万円のいずれ
か低い方の額

G．フィットテスト（呼吸用保護具）実施のための補助金
７　フィットテスト測定機器購入補助金� 【労働基準局安全衛生部化学物質対策課】
　新たに設けられたフィットテストの実施義務に関
し、中小企業事業者等の委託を受けて、フィットテス
トを実施する作業環境測定機関または特殊健康診断実
施機関に対して、定量的フィットテスト測定機器の購
入に要する費用の一部を助成するとともに、自ら実施
する中小企業事業者に対して、定性的フィットテスト
測定キットの購入に要する費用の一部を助成する。

【助成率】
　フィットテスト測定機器等本体の購入に要する額
(消費税は除く)の1/2
【上限】
①�申請できる測定機器等の台数は１事業場あたり１
台まで
②�補助額の上限は１事業場あたり定量的フィットテス
ト測定機器は71万円、定性的フィットテスト測定
キットは2.5万円

Ｈ．退職金制度の確立等を支援するための助成
８　中小企業退職金共済制度に係る新規加入等掛金助成　� 【（独）勤労者退職金共済機構】
８－Ⅰ　一般の中小企業退職金共済制度に係る掛金助成
　中小企業退職金共済制度に新たに加入する事業主
や、掛金月額を増額する事業主に対して、その掛金
の一部を助成

【新規加入掛金助成】
①�対象労働者の掛金月額の1/2（労働者ごとに上限
5,000円）を、事業主が中退共制度に新たに加入
してから４か月目より１年間控除
②�１週間の所定労働時間が同じ事業所に雇用される
通常の労働者と比べて短く、かつ30時間未満の
短時間労働者について、特例掛金月額（掛金月額
が2,000円・3,000円・4,000円のいずれか）が
適用されている場合は、①の控除額に、掛金月
額が2,000円の場合は300円、3,000円の場合は
400円、4,000円の場合は500円を上乗せした額
をそれぞれ控除

【掛金月額変更掛金助成】
　対象労働者の掛金月額の増額分（増額前の掛金月
額と増額後の掛金月額の差額）の1/3の額を、増額
した月より１年間、増額後の掛金月額の納付額から控
除（増額前の掛金月額が18,000円以下の場合に限る）

８－Ⅱ　建設業退職金共済制度に係る掛金助成
　建設業退職金共済制度に新たに加入する事業主ま
たは既に加入している事業主に対して、その掛金の
一部を助成

　対象労働者が建退共制度の被共済者となった月か
ら12か月相当分の掛金額（日額320円）のうち50
日分の納付を免除

８－Ⅲ　清酒製造業退職金共済制度に係る掛金助成
　清酒製造業退職金共済制度に新たに加入する事業
主または既に加入している事業主に対して、その掛
金の一部を助成

　対象労働者が清退共制度の被共済者となった月か
ら12か月相当分の掛金額（日額300円）のうち60
日分の納付を免除

８－Ⅳ　林業退職金共済制度に係る掛金助成
　林業退職金共済制度に新たに加入する事業主また
は既に加入している事業主に対して、その掛金の一
部を助成

　対象労働者が林退共制度の被共済者となった月か
ら12か月相当分の掛金額（日額470円）のうち62
日分の納付を免除
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１．足下の価格交渉・転嫁の状況
　中小企業庁が実施した令和 5年 3月の「価
格交渉促進月間※」に関するアンケート調査
では、「価格交渉を申し入れて応じてもらえ
た」、または「発注側からの声掛けで価格交
渉ができた」と回答した下請中小企業の割合
は63.4％で、令和 4年 9月の調査時点（58.4％）
と比較して増加しました。一方、「発注側か
ら交渉の申し入れがなかった」、「協議に応じ
てもらえなかった」または「減額のために協
議申し入れがあった」と回答した割合も全体
の約16％となり、二極化が進行する結果とな
りました。（下記グラフ参照）

　また、民間の信用調査会社による調査で
は、価格転嫁ができた企業のうち多くが、
「原価を示した価格交渉」が有効であったと
回答があり、効果的な価格交渉のためには、
コストの増加分を定量的に把握し、原価を割
り出して提示することが有益であるという事
例も報告されています。

※�中小企業庁では、毎年３月と９月を「価格
交渉促進月間」として設定し、中小企業が、
原材料費やエネルギー価格、労務費などの
上昇分を、発注側企業に適切に価格転嫁を
しやすい環境を整備するための取り組みを
進めています。

価格交渉・価格転嫁に対する支援体制について
特集 2

0％

令和4年9月

10％ 20％ 30％ 40％ 50％ 60％ 70％ 80％ 90％ 100％

令和5年3月

価格交渉の状況

27.658.4 13.9

63.4 20.6 16.0

価格交渉を申し入れて応じてもらえた
発注者側からの声掛けで価格交渉ができた

その他の回答 発注者側から交渉の申し入れがなかった
協議に応じてもらえなかった
減額のために協議申し入れがあった

　原材料価格やエネルギー費、労務費などのコストが上昇する中、コスト増を下請中
小企業だけでなくサプライチェーン全体で負担し、雇用の約7割を支える中小企業で
も賃上げができる環境を整備することが必要です。
　本特集では、価格交渉・転嫁の状況や価格交渉・転嫁を支援する全国的なサポート
体制、大企業と中小企業の共存共栄の関係構築に向けた「パートナーシップ構築宣言」
についてご紹介いたします。
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２．�価格交渉・転嫁を支援する全国的な
サポート体制について

　こうした「価格交渉促進月間」などの調査
結果を踏まえ、中小企業庁では、中小企業な
どが、原材料費やエネルギー価格、労務費な
どの上昇分を、発注側企業に適切に価格転嫁
するための支援体制を強化すべく、全国47都
道府県に設置している経営課題に対応するワ
ンストップ相談窓口である「よろず支援拠
点」に「価格転嫁サポート窓口」を新設しま
した。（下記支援イメージ参照）
　価格転嫁サポート窓口では、価格交渉に関
する基礎的な知識や原価計算の手法の習得支
援を通じて、下請中小企業の価格交渉・価格
転嫁を後押しします。
　また、商工会・商工会議所等においても、
「価格交渉ハンドブック※」の活用等により、
中小企業の価格転嫁を支援する全国的なサ
ポート体制を整備しています。

※�価格交渉ハンドブック～価格転嫁の実現に向
けた交渉準備～（初級編）

　https://www.meti.go.jp/
　press/2023/07/20230710003/
　20230710003-1.pdf

３．パートナーシップ構築宣言について
⑴「パートナーシップ構築宣言」とは
　関係閣僚（内閣府、経済産業省、厚生労働
省、農林水産省、国土交通省及び内閣官房副
長官）と（一社）日本経済団体連合会会長、日
本商工会議所会頭、日本労働組合総連合会会
長をメンバーとする「未来を拓くパートナー
シップ構築推進会議」において、「パート
ナーシップ構築宣言」の仕組みを、2020年 5
月に創設しました。
　「パートナーシップ構築宣言」は、サプラ
イチェーンの取引先や価値創造を図る事業者
の皆様との連携・共存共栄を進めることで、
新たなパートナーシップを構築することを、
「発注者」側の立場から企業の代表者の名前
で宣言するものです。

⑵「パートナーシップ構築宣言」の宣言内容
　「パートナーシップ構築宣言」では、1）サ
プライチェーン全体の共存共栄と規模・系列
等を越えた新たな連携と、2）親事業者と下請
事業者との望ましい取引慣行（下請中小企業
振興法に基づく「振興基準」）の遵守を宣言
し、（公財）全国中小企業振興協会が運営する
ポータルサイトに掲載することで、各企業の
取り組みの「見える化」を行います。

中小企業

〈価格転嫁サポート窓口の支援イメージ〉

価格転嫁サポート窓口
（よろず支援拠点）

適
切
な
価
格
転
嫁
の
実
現

コスト増加！
・原材料費
・電気代、ガス代
・人件費
・加工費…

②原価計算の支援②原価計算の支援

③原価を示した価格交渉③原価を示した価格交渉

④コスト増加に応じた支払い④コスト増加に応じた支払い

①経営相談①経営相談

取引先

〈原価計算能力向上に係る主な支援内容〉
・原価管理に係る基礎支援
　原価管理の目的とその算出に係る考
え方、製品原価の算出に必要な情報
の把握手法等について助言。
・製品原価算出に係る実践的な提案
　個々の企業の実態を踏まえた、具体的
な製品毎の原価の算出方法等を提案。
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［「パートナーシップ構築宣言 ひな形」より
一部抜粋］
1）�サプライチェーン全体の共存共栄と規模・
系列等を超えた新たな連携

　直接の取引先を通じてその先の取引先に働
きかける（「Tier N」から「Tier N+1」へ）
ことにより、サプライチェーン全体での付加
価値向上に取り組むとともに、既存の取引関
係や企業規模等を超えた連携により、取引先
との共存共栄の構築を目指します。その際、
災害時等の事業継続や働き方改革の観点か
ら、取引先のテレワーク導入やBCP（事業継
続計画）策定の助言等の支援も進めます。
2）「振興基準」の遵守
　親事業者と下請事業者との望ましい取引慣
行（下請中小企業振興法に基づく「振興基
準」）を遵守し、取引先とのパートナーシッ
プ構築の妨げとなる取引慣行や商慣行の是正
に積極的に取り組みます。
①価格決定方法
　不合理な原価低減要請を行いません。取引
対価の決定に当たっては、下請事業者から協
議の申入れがあった場合には協議に応じ、労
務費上昇分の影響を考慮するなど下請事業者
の適正な利益を含むよう、十分に協議しま
す。取引対価の決定を含め契約に当たって
は、親事業者は契約条件の書面等による明
示・交付を行います。
②型管理などのコスト負担
　契約のひな形を参考に型取引を行い、不要
な型の廃棄を促進するとともに、下請事業者
に対して型の無償保管要請を行いません。
③手形などの支払条件
　下請代金は可能な限り現金で支払います。
手形で支払う場合には、割引料等を下請事業
者の負担とせず、また、支払サイトを60日以
内とするよう努めます。
④知的財産・ノウハウ
　知的財産取引に関するガイドラインや契約
書のひな形に基づいて取引を行い、片務的な
秘密保持契約の締結、取引上の立場を利用し

たノウハウの開示や知的財産権の無償譲渡な
どは求めません。
⑤働き方改革等に伴うしわ寄せ
　取引先も働き方改革に対応できるよう、下
請事業者に対して、適正なコスト負担を伴わ
ない短納期発注や急な仕様変更を行いませ
ん。災害時等においては、下請事業者に取引
上一方的な負担を押し付けないように、ま
た、事業再開時等には、できる限り取引関係
の継続等に配慮します。
3）その他（任意記載）
（例）�取引先満足度調査の実施、事業活動を

通じて得られた利益やコストダウン等
の成果配分を取引先との間で“50/50
（フィフティ・フィフティ）”とする、
「ホワイト物流」に関する「自主行動宣
言」を表明済み等

（例）�約束手形の利用の廃止に向けて、大企
業間取引も含め、現金払いや電子記録
債権への移行に取り組みます。

⑶「パートナーシップ構築宣言」登録のメ
リット

・�「宣言」企業は、「ロゴマーク」を使うこと
ができます。名刺に記載することで、取り
組みをPRできます。

・�「宣言」企業に対して、一部の補助金の加
点措置が受けられます。

４．�中小企業組合を活用した価格交渉・
価格転嫁対策について

⑴団体協約、組合協約の活用
　事業協同組合における「団体協約」の締
結・交渉権は中小企業等協同組合法第 9条の
2第 1項第 6号（商工組合における「組合協
約」は中小企業団体の組織に関する法律第17
条第 7項）に基づき、組合に与えられている
権利です。
　組合は組合員と取引関係にある事業者に対
して団体協約締結の交渉の申出を行うことが
でき、申出を受けた取引の相手方は誠意を
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もって交渉に応じるものとされており、価格
交渉の有効な手段の 1つとして期待されてい
ます。
［団体協約等の締結例］

⑵共同経済事業の実施
　一定の要件を備え、事業協同組合や商工組
合（連合会を含む）が組合員のために資材の
共同購入、共同の商標を用いて販売するなど
の共同経済事業を実施する行為は、「不公正
な取引方法を用いる場合」等の対象外行為を
除き、独占禁止法の適用が除外されます。
　次のような共同事業を行うことにより、取
引条件の改善、価格交渉力の強化を図ること
ができるのも組合の特徴の１つです。

［共同購買事業］
・仕入価格を引き下げたい
・仕入価格の合理化を図りたい
・購入商品の規格・品質の均一化を図りたい
［共同販売事業］
・�販売の窓口を一本化して取引条件を改善したい
・販売の機会を増やしたい

　その他、情報収集・共有、課題の抽出、研
修、情報提供などを行うことにより、組合員
の共通課題の解決を図ることができます。

５．�パートナーシップ構築推進事業につ
いて

　本会では令和 5年度の新規事業として、中
小企業・小規模事業者がパートナーシップ構
築宣言を理解するとともに、今後の取引にお
ける価格交渉力強化への取り組みや付加価値
を高め競争力強化を図るための取り組み等に
ついて支援を行い、適正に価格転嫁が実現で
きるよう、適正な価格転嫁の実現に向けた価
格交渉における原価計算の手法、見積書作成
等に関する研修会等を開催する「パートナー
シップ構築推進事業」を実施しております。

食品製造業
協同組合

大手原材料
卸売会社

仕入価格に
関する協定

資材一括取引に
関する契約

大手
建設会社

建材供給
協同組合

仕入先

仕入先

まとめて購入

まとめて購入

組

　
　
合

組合員

組合員

組合員

組合員

部品・資材等の供給

（取引条件の改善）

仕入先

まとめて購入 　合

組

　
　
合

組合員
（取引条件の改善）

取引先

取引先

組合員

組合員

組合員

組合員

製品等の製造

（取引条件の改善）

売
販
て
め
と
ま

〔共同購買事業〕

〔共同販売事業〕
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発酵技術を生かし乳酸菌飲料事業へ
原点の醤油・味噌で地域貢献にも力
ホワイト食品工業株式会社は、1968（昭和43）年に設立された乳酸菌飲料メーカーです。原点である1919（大
正８）年創業の城端醤油株式会社で培ってきた醤油・味噌の発酵技術を応用して参入し、容器成型から充填、
出荷までの一貫体制を整えて、日産約80万本を全国各地へと出荷しています。代表取締役社長の谷﨑公治
氏に現在の取り組みや課題、理事長を務める富山県醤油味噌工業協同組合での活動について伺いました。

ホワイト食品工業株式会社　代表取締役社長
城端醤油株式会社　代表取締役専務　谷﨑 公治 氏

城端醤油は創業104年
醤油・味噌から始まり、乳酸菌
飲料の製造を展開してきたこれ
までの歩みをお聞かせください。
　ホワイト食品工業の原点は、
1919（大正８）年創業の城端醤
油にあります。当時は陸軍省指
定工場だったそうで戦後に祖父
が社長に就いたときは、農協と諸
官庁公共団体の指定工場でした。
それから父が入社し、新しい食
品技術の習得と食品開発を試み
て、母校の東京農業大学の恩師
を訪ねたところ、醤油・味噌で培っ
た発酵技術を応用して乳酸菌飲
料の研究を勧められ、1968（昭
和43）年に当社が設立されまし
た。その後は製造特許を取得し、
業界最大手がけん引する市場で、
その相乗効果の恩恵を受けて生

産量を増やし、全国各地に出荷
するようになりました。
　私は父と同じ大学を卒業後、
関心のあった醤油・味噌部門を
担うつもりで岐阜や三重の醤油
メーカーで修業し、入社後は父
と７歳上の兄のもと、主に生産
現場を担当していました。しか
し、両社の社長を務めていた兄
が病気で亡くなるという思いも
よらない出来事をきっかけに跡
を継ぐことになり、それから12
年後の2022（令和４）年に代表
取締役社長に就きました。

日産80万本、当日に出荷
乳酸菌飲料の生産体制や商品の
特色についてお聞かせください。
　工場では、乳製品乳酸菌飲
料、乳酸菌飲料、発酵乳合わせ
て１日約80万本を製造していま

す。当日朝にそろう注文数に合
わせて製造し、充填、包装して
当日中に出荷。各地の乳業メー
カーさんや食品卸さんを通じ
て、県内外のスーパーや量販店
で販売しています。ほかに宅配
向け商品も製造しています。業
界最大手と比べて半値近くの手
に取りやすい価格と、柑橘系フ
レーバーを効かせたさっぱりし
た風味が特徴です。Ｌ.カゼイ
菌を使用したオリジナル商品の
ほか、20種類を超すＯＥＭが売
上の９割を占めています。
　店舗に毎日配送される日配品
は常にコストダウンを迫られ、
売れ始めた途端、仕入れ価格が
より安いメーカーに販売先が奪
われる憂き目にあったこともあ
ります。厳しい業界ですが、参
入してから50年以上、品質の向

ホワイト食品工業の工場 原点の城端醤油

経営者に聞く

上に努める一方で、中身や形が
ほぼ変わっていない商品という
のも稀であり、それも事業を継
続できた要因の一つかもしれま
せん。
　乳酸菌飲料は腸内環境を整え
る機能がよく知られています
が、コロナ禍以降に心理的スト
レスを抱える人が増えたことに
対して、睡眠の質を高めるのに
役立つ機能を付加した商品が着
目されています。時代が変わっ
ても安心安全な乳酸菌飲料を作
り、お客様のニーズに応えてい
きたいと考えています。

省力化と人材確保が課題
将来を見据えて、どのようなこ
とに注力していますか？
　山間地という立地で人口が少
ない上に、この呉西地区は比較
的幅広い業種の工場が点在して
います。地元の経済にとっては
いいことなのですが、人が流れ
てくる機会がなく、常に人手不
足感があります。当社ではそこ
を補うべく、早くから外国人技
能実習生を受け入れてきまし
た。文化や考え方の違いから苦
労もありましたが、現在はイン
ドネシア人十数人が戦力として
活躍しています。将来を見据え
ると人材確保と併せて、工場の
自動化も進めたいところです。

　醤油・味噌は10年ほど前から
委託製造に移行しましたが、昨
年度から地元、南砺福野高校の
味噌づくりをサポートしていま
す。高校生が６次産業化を学ぶ
取り組みの一環で、初年度は
180kgを生産して売り切ったこ
とから、今年度は量を増やして
仕込みました。味噌汁離れが進
み、味噌が大豆と米からでき
ることを知らない人もいるなか
で、自ら味噌を作ることで昔な
がらの日本食に愛着をもち、積
極的な消費につながればと期待
しています。また、高校生のう
ちからお客様を意識した製品を
開発して販売する意義も大き
く、将来につながることとして
今後も関わっていきたいと考え
ています。

見てもらえるHPを作成
理事長を務める富山県醤油味
噌工業協同組合ではどのような
取り組みを進めていますか？
　当組合は1947（昭和22）年に
設立され、工場で加工用の生

き

揚
あ

げ醤油を生産し、組合員に提供
していました。時代とともに
その役目はなくなり、以降は主
に検査、指導業務を担っていま
す。食事の洋風化とともに醤
油・味噌の消費量が減少して、
組合員も徐々に減少しました。

現在はピーク時の半分を下回
る25社になりましたが、今年は
20数年ぶりに脱退する組合員
がいなかったのは喜ばしいこ
とでした。
　現在、組合のホームページを
整備していますが、作成して終
わりではなく、更新頻度を高め
るなどして、何回も訪れてもら
えるものにしていく必要があ
ります。組合員のSNSなどとも
連動させて、HPを見れば全組
合員の取り組みや商品がわかる
ように、全体を盛り上げていく
工夫をしていきたいと考えてい
ます。

子どもたちと遊ぶ
休日はどのように過ごしていま
すか？
　５歳と３歳の娘がおり、休日
は近くの公園やプール、海な
どにも出かけたりして、子ど
もたちと一緒に遊んで過ごす
のが何よりの楽しみです。先
日は長女が幼稚園で習ってで
きるようになったという、な
わとびを披露してくれました。
子どもの成長を間近で見られ
るのはうれしいもの。家族の
ためにも健康でいなくてはと、
運動を始めようかと思ってい
ます。

たにざき ・こうじ
昭和49年12月31日、城端町（現南砺
市）生まれ。平成９年、東京農業大学
卒業後、県外の醤油・味噌メーカーを
経て、同15年、ホワイト食品工業株式
会社および城端醤油株式会社に入社。
令和２年、ホワイト食品工業（株）代表
取締役専務、同４年、代表取締役社長
に就任。城端醤油（株）代表取締役専務。
令和４年５月、富山県醤油味噌工業協
同組合代表理事に就任、現在に至る。
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組合紹介

北日本新聞販売協同組合北日本新聞販売協同組合さんよりさんよりこんにちはこんにちは
　私たちが毎日手に取る新聞を迅速かつ確実に戸別配達し、文字・活字文化の振興を支えているのが新聞
販売店です。今回は、富山県内の北日本新聞販売店で組織されている北日本新聞販売協同組合さんを紹介
します。

◆組合の沿革
　平成 5年 3月、富山県内の北日本新聞販売
店が集結し組合を設立。以来、新聞販売店の
経営の合理化に寄与するため、新聞販売に関
わる物品の共同購買や共同労務管理、教育研
修、販路維持・開拓のための販促活動等を実
施してきました。
　近年では、新聞購読料における決済手段の
多様化に応えるため、クレジットカード、コ
ンビニ決済事業にも取り組んでいます。

◆�クレジットカード決済管理・販売店連携シ
ステムの構築
　従来、新聞購読料は新聞販売店の担当者が
集金していましたが、近年は銀行口座振替へ
移行し、ここ数年はキャッシュレス決済化の
流れを受けてクレジットカードによる決済へ
の要望が大幅に増えてきました。
　こうした状況を受けて、令和 4年度に全国
中央会補助事業（中小企業組合等課題対応支
援事業）を活用し、クラウド型のクレジット
カード決済管理・販売店連携システムの構築
に取り組みました。
　従来のオンプレミス型システムでは、決済
不能者や決済者移転が発生した場合、中央統
括する組合事務局が個別に各新聞販売店に連
絡の上、データ確認と入力作業を行う必要が
ありました。
　新システム構築後は、各新聞販売店による
購読状況の確認や課金管理、データの即時修
正が可能となり、購読者ニーズにも迅速に対
応できるようになりました。また、事務介在
が不要となり、組合事務局の業務軽減にもつ
ながりました。

◆クレジットカード決済申込機能の追加
　購読者がクレジットカード決済を登録する
場合は専用はがきで申し込むしか方法はあり
ませんでしたが、新システム稼働後はWEB
での申込受付が可能となり、専用はがきの到
着を待たずに登録できるようになりました。

　また、新聞販売店においては、購読者宅に
専用はがきを届ける手間が軽減するととも
に、はがき製作や郵送も減ることから、経費
削減効果が期待できます。

◆今後の取り組み
　WEB限定のクレジットカード決済推進
キャンペーンの展開を模索しており、新シス
テムの周知とキャッシュレス化の推進を図り
ます。
　新聞販売店を取り巻く環境は大きく変化し
ており、経営の持続化に向けて取り組むべき
課題は多岐にわたります。
　今後も購読者のニーズを捉え、利便性向上
を図りながら、新聞販売店の経営効率化に寄
与するため各種事業を実施していきます。

◆組合概要
組合名称　北日本新聞販売協同組合
設　　立　平成５年３月10日
住　　所　富山市安住町2番14号
理 事 長　殿井　昭博
組合員数　62名
TEL 076-442-6332　FAX 076-442-7636

WEBサイトでの申込画面。規約同意の上、配達先住所
などを登録することで、クレジットカード決済が申し込
めます。

「二次元バーコード」を読み込み、
スマホからも登録できます。
登録完了まで約数分。
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中央会いんふぉめーしょん

令和５年度通常総会を開催しました

取引力強化推進事業の採択結果について

　本会では、去る 5月30日（火）に富山商工会議所
ビル10階において、第68回令和 5年度通常総会を
開催し、上程された 6議案すべてについて承認さ
れました。
　本年度事業計画では、組合支援に係る各般の事
業を引き続き実施するほか、新たに公正・適正な
価格及び適正な価格転嫁の実現に向けた機運醸成
を図るため、「パートナーシップ構築推進事業」
を実施することが決定されました。

《新役員》
役職名 氏名 所属・役職名
理　事 梅田　雄一朗 富山県鍍金工業組合　理事長
理　事 加藤　　直樹 富山県中古自動車販売商工組合　理事長
理　事 濱田　　一夫 富山県生コンクリート工業組合　理事長
理　事 林　　　泰史 婦中鉄工業団地協同組合　理事長
理　事 山崎　　勝久 協同組合高岡問屋センター　理事長

　中小企業・小規模事業者が連携し、共同事業の活性化や受注促進等、取引力の強化促進を
図るために行う先進的又は波及効果・横展開が期待できる事業に対し補助を行う「取引力強
化推進事業」について公募した結果、下記の 5組合が採択されました。

組合名 事業テーマ

協同組合富山県商業振興センター クレジット包括精算システムへのGMO対応並びにQR決済
の取り扱い機能追加

富山県醤油味噌工業協同組合 組合HP新規作成～情報発信力強化による売上拡大と結束力
醸成による共同事業の活性化～

富山市管工事協同組合
ライフラインを担う管工事業界のイメージアップ、組合員数
増加、就職率向上させるツール、人と人を結びつけるツール
としてのパンフレット制作

伝統工芸高岡銅器振興協同組合 取引力強化受注促進のための高岡銅像マップホームページ制
作事業

協同組合滑川ショッピングセンター 商業施設の附帯設備における非小売業への賃貸促進と経営力
向上のためのホームページ作成

通常総会の様子
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外国人技能実習制度適正化事業 適正化講習会を開催しました
　本会では、外国人技能実習生共同受入事業を行う事業協同組合等（監理団体）を対象とし
た専門家派遣による指導事業や技能実習制度の適正化に向けた講習会を開催する「外国人技
能実習制度適正化事業」を実施しています。
　 6月12日（月）、富山県民会館（富山市）において、全国中小企業団体中央会 佐久間事務
局次長並びに熊野労働政策部主事を講師にお迎えし、講習会を開催しました。
　講習会では、技能実習制度等の変遷のほか、
技能実習制度及び特定技能制度の在り方に関す
る有識者会議 中間報告書の概要、新たな制度
の創設に向けた今後の論点等について説明が行
われました。
　説明終了後、参加者からの質疑応答や意見交
換が行われました。

「労務改善セミナー」を開催しました
　本会では、働き方改革、税制、民法等の制度改正など、諸制度改正に関連した組合等の
様々な課題に対応するため、講習会の開催や組合等への専門家派遣を行う「制度改正等の課
題解決環境整備事業」を実施しています。
　 7月 5日（水）、富山県総合情報センター（富山市）において、富山中央社会保険労務士法
人代表 社会保険労務士の湊恒成氏を講師にお迎えし、「最近の労働関連の法改正と実務対
応」をテーマにセミナーを開催しました。
　セミナーでは、令和 5年 4月 1日より施行された労働基準法施行規則に基づく資金移動業
者の口座への資金移動による賃金支払（いわゆ
る賃金のデジタル払い）や労働条件明示事項の
追加のほか、勤務間インターバル制度の導入促
進や消化器系疾患に対する労災認定、LGBTの
観点から考えるパワーハラスメントなど、労務
管理について注目すべき事項についても説明が
行われました。
　本事業に関するお問い合わせは、流通・労働
支援課までお願いいたします。

適正化講習会の様子

労務改善セミナーの様子
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事業環境変化対応型支援事業を実施しています
　本年10月からインボイス制度が開始されることから、イ
ンボイス制度（インボイス制度対応に必要なデジタル化対
応を含む）に関連したテーマについて、中小企業組合や組
合員企業等を対象とした講習会や専門家の派遣等を行う
「事業環境変化対応型支援事業」を実施しております。
　 7月10日（月）、富山県総合情報センター（富山市）にて、
インボイス対策セミナーを開催しました。
　第一部は税理士法人リタパートナーズ代表 税理士の筏
井陽子氏より「インボイス制度の概要について」、第二部
は株式会社よしだまこと事務所代表取締役 ITコーディネータの吉田誠氏より「インボイス制
度に対応するためのIT補助金の活用について」をテーマにご説明いただきました。
　また、インボイス制度への対応を図るため、中小企業組合や組合員企業等への専門家派遣
を実施しております。講習会の開催や専門家派遣を希望される方は、本会 流通・労働支援
課までご連絡ください。

　経営規模の小さな中小企業 1社では受注が難しい高額の案件でも、数社で共同して受注すれば、
確実に契約を履行できる場合があります。その対応策の１つとして、協同組合等による官公需※の
共同受注があります。

※�国や独立行政法人、都道府県、市町村等が、物品を購入する、サービスの提供を受ける、工事を発注するこ
とを「官公需」といいます。

　官公需適格組合制度は、中小企業の共同受注を進めるため、一定の要件を満たす協同組合等を中
小企業庁（各地方経済産業局）が証明する制度であり、証明を受けた組合は入札参加の際に特例の
対象となります。
　官公需適格組合は全国に912組合（令和 5年 6月末現在）あり、そのうち、中部経済産業局管内（愛
知県・石川県・岐阜県・富山県・三重県）の官公需適格組合48組合で組織する「中部経済産業局管
内官公需適格組合連絡協議会」の通常総会が 8月 8日（火）、ホテルグ
ランテラス富山（富山市）にて開催されました。
　通常総会では、上程された 5議案すべてについて承認されたほか、
総会終了後には中部経済産業局産業部中小企業課取引適正化推進室  
青山室長を講師にお迎えし、「官公需対策及び下請等中小企業の取引
条件改善への取組について」をテーマに研修会が開催されました。

富山県内の官公需適格組合（7組合）（順不同）

富山県建築設計監理協同組合　富山市管工事協同組合　砺波管工事業協同組合　南砺市管工事業協同組合
高岡市管工事業協同組合　射水市管工事業協同組合　富山県石油業協同組合

中部経済産業局管内官公需適格組合連絡協議会
令和5年度通常総会が開催されました

組合だより

専門家派遣の様子

通常総会の様子
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元気印！青年部・女性部

　 6月22日（木）、富山地鉄ホテル（富山市）において令和 5年度通常総会を開催し、上程された 4
議案すべてについて承認されました。本年度事業計画では、中小企業団体青年部富山県大会をはじ
め、東海・北陸ブロック中小企業青年中央会のブロック研修会を富山県にて開催することが決定さ
れました。
　通常総会終了後には、友好青年団体である富山県商工会青年部連合会、富山県商工会議所青年部
連合会の代表者をお招きし、交流会を開催しました。

役員名簿（令和5年6月22日 一部補充）

役職名 氏　名 所　属 備考
会　　長 室谷　和典 （協）高岡食品業務団地青年部
副 会 長 中村　国雅 富山県青年印刷人協議会 新任
副 会 長 大庭　祐希 富山県鋳物工業（協）鋳青会
副 会 長 唐澤　隆弘 富山県管工事業（協連）青年部
副 会 長 黒田　保光 富山県電機（商）青年部会
副 会 長 花崎　　誠 富山県電気工事（工）青年部
副 会 長 福澤　武典 富山県精密機械工業（協）若葉会
直前会長 松下　光信 富山県管工事業（協連）青年部
監　　事 佐々木大二 （協）富山問屋センター青年部会
監　　事 松田　　卓 富山県電気工事（工）青年部
監　　事 大浦　祐二 富山県土石（協業）若石会

令和5年度通常総会を開催しました
富山県中小企業青年中央会

組合Ｑ＆Ａ

１法人から複数の役員を選出することについて

　このコーナーでは、日ごろ中央会へ多く寄せられる事業協同組合等の運営に関する質問について
回答とともに紹介します。

A
Ａ１．�理事は、個人として委任契約に基づき就任しますので、組合員たる１法人（株式会社

甲）の役員から複数の理事を選任することは可能です。
Ａ２．�組合員たる１法人（乙株式会社）の役員から理事と監事を選任することもできます。
Ａ３．�実際に選任した場合においても、員内役員となります。

Ｑ１．�理事のうち、組合員たる１法人（例：株式会社甲）の役員から複数の理事を選任でき
ますか？

Ｑ２．�組合員たる１法人（乙株式会社）の役員から理事と監事を選任できますか？
Ｑ３．�上記のＱ１、Ｑ２が可能な場合、被選挙者１人を除き、他は員外役員となりますか？

Q

通常総会の様子
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ほ と 息っ 一
　「板金」と聞くと、どのような仕事をイメージしますか？自動車の板金塗装などが思い浮かぶか
もしれませんが、一般的に金属板を利用して事業を営む板金業は「建築板金」と「工場板金」に大
別されます。
　「建築板金」は主に薄い金属板（薄もの）を用い、金属板
を切断したり、折ったり、貼り合わせたり、変形させるなど
の加工を施して、屋根・外壁・雨といをはじめ、厨房用金物
やダクト、排気筒、さらには内壁、工芸品など多様な板金製
品を製造し、建物への取り付け工事まで一貫して行います。
　これに対して「工場板金」は、分厚い金属板（厚もの）を
使います。加工工程は原理的には建築板金と同様ですが、製
造する製品は自動車や飛行機のボディー、各種装置を納める
ためのキュービクルなどで、工場内での加工・製造で仕事は
完了します。

　「建築板金」では、建物によって形がさまざまに異なる屋根や外壁に合わせて、金属板を自在に
加工して取り付け、建物内部への雨の侵入を防ぎ、風による破損などから建物を守ります。
　屋根は形状が複雑になるほどに、さまざまな角度が入り組んでいる場合が多く、緻密に美しく仕
上げるには、まさに職人技と呼ぶべき技術力が求められます。

（情報提供：富山県板金工業組合）

金属板の加工から施工まで一貫して担う「建築板金」

　本年8月より本会へ入職いたしました。氷見市出身の38歳です。大学
を卒業後は、不動産関係、ホテル関係、コンサルティング関係などいろ
いろな業種、職種の経験を経ており、前職は運送会社でトラックのドラ
イバーとして勤務しておりました。本会への転職もまた全く異なる業界
への挑戦となり、これから訪れる組合の皆様との新たな出会いに、胸を
高鳴らせております。
　休日は外出して体を動かすことが多く、先日は子供と一緒に初めて立
山登山に行ってまいりました。標高3,000ｍ級の空気の薄さは想像以上で、
山頂に辿り着く頃には体力に自信があった私も肩で息をするほどでした
が、その分登頂したときの達成感は大きく、幸運にも雷鳥の親子を見る
こともでき、良い運動と良い経験になりました。また、近年は海釣りに
傾倒しており、数多ある魚種の中でも特にアオリイカに魅せられ、最盛期になれば休みのたびにア
オリイカを求めて富山湾を文字どおり東奔西走しております。釣りの醍醐味は魚との駆け引きにあ
りまして、魚が掛かった瞬間は何とも言い難い高揚感が味わえます。一方で子供の頃から続けてい
る趣味として野球があります。最近は専ら観戦のみですが、私の尊敬している選手に元読売ジャイ
アンツの桑田真澄という選手がいます。投手でありながら走攻守全てに全力で取り組む彼の姿勢は、
野球だけでなく私の人生の教科書と言っても過言ではありません。そして彼は39歳にしてアメリカ
のメジャーリーグに挑戦し、現地ではオールドルーキーとして活躍されました。
　私も本会のオールドルーキーとして、日々自己研鑽するとともに、少しでも早く組合の皆様のお
役に立てるよう努めてまいります。今後ともよろしくお願い致します。

「オールドルーキー」
■事務局ペンリレー

作業現場の様子

富山県中小企業団体中央会
主　事　大西　真史
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工場　：　入善・大沢野・八尾

「「誠誠実実、、努努力力、、そそししてて創創造造」」

代表取締役会長　　津根　良孝
代表取締役社長　　津根　良彦

富山県富山市婦中町高日附852番地　婦中機械工業センター内

　TEL (076) 469-3330　FAX (076) 469-5244　　URL　https://www.tsune.co.jp　

工場　：　入善・大沢野・八尾

「「誠誠実実、、努努力力、、そそししてて創創造造」」

代表取締役会長　　津根　良孝
代表取締役社長　　津根　良彦

富山県富山市婦中町高日附852番地　婦中機械工業センター内

　TEL (076) 469-3330　FAX (076) 469-5244　　URL　https://www.tsune.co.jp　

工場　：　入善・大沢野・八尾

「「誠誠実実、、努努力力、、そそししてて創創造造」」

代表取締役会長　　津根　良孝
代表取締役社長　　津根　良彦

富山県富山市婦中町高日附852番地　婦中機械工業センター内

　TEL (076) 469-3330　FAX (076) 469-5244　　URL　https://www.tsune.co.jp　
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